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中期経営計画補足資料 
～OPT Holding: Why Now?～ 

株式会社オプトホールディング 
2018年4月9日 更新 



免責事項 

 本資料に掲載されている情報は、当社の事業内容、経営方針・計画、財務状況等をご理解いただくことを 
目的として、細心の注意を払って掲載しておりますが、その正確性、完全性、有用性、安全性等について、 
一切保証するものではありません。 
 
 本資料に掲載されている情報は、いかなる情報も投資勧誘を目的に作成したものではありません。投資等に関す
る最終ご判断は、利用者ご自身の責任において行われるようお願いいたします。なお、本情報を参考・利用して行っ
た投資等の一切の取引の結果につきましては、当社では一切責任を負いません。 
 
 本資料に掲載されている情報のうち、過去または現在の事実以外のものについては、現時点で入手可能な情報
に基づいた当社の判断による将来の見通しであり、様々なリスクや不確定要素を含んでおります。したがって、実際に
公表される業績等はこれら種々の要因によって変動する可能性があることをご承知おきください。 
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OPT Holding: Why Now？ ～4つの転換点～ 
（１）経営：再び独立路線へ 
（２）マーケ大手：業界No.1成長率へ復活 
（３）マーケ地方中小：圧倒的No.1シェア 
（４）投資育成事業：AI事業の本格稼働 

目次 

1 

3 

オプトホールディンググループとは 0 

2 中長期ビジョン 

参考資料 



オプトホールディンググループとは 



デジタルシフトの 
リーディングカンパニー 
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1-1:オプトグループとは 
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1-2:事業セグメント 

Opt Holding Inc.  

マーケティング力 
× 

デジタルノウハウ 

デジタルシフト支援企業 

インターネット広告代理 

ソリューション提供 

デジタルマーケティング 

[デジタルシフト支援] 

マーケティング事業 

ベンチャーキャピタル支援 

新規事業開発 

ベンチャーキャピタル投資 

[デジタル企業投資・支援] 

投資育成事業 

テクノロジー 
× 

ネットワーク 



6 

1-3:ビジネス概要 

売上119億円 
社員数233名 
競合：特になし 

売上32億円 
社員数358名 

売上675億円 
社員数904名 
競合：CA、博報堂、SEP、電通 

※（）カッコ内は主要会社を記載 

多様なデジタル人材 

社員1,500人超 

・コンサルタント 
・エンジニア 
・クリエイター 等 

豊富で多様な顧客 

・金融/人材/不動産 
・小売流通 
・EC企業     等 

 
地方 

中堅中小企業 
 

首都圏 
大都市 

 
大手企業 

  

マーケ大手 
（オプト） 

マーケ地方中小 
（ソウルドアウト） 

ソリューション 
開発 

WEB 
マーケティング支援 

HR支援 
（採用、研修） 

IT支援 

ベンチャー投資 
（オプトベンチャーズ） 

事業開発/AI事業 
（SIGNATE） 

ベンチャー企業 
海外企業  

Fund投資 

中国EC支援 

新規事業開発 

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
事
業 

シ
ナ
ジ
ー
投
資
事
業 

AI事業 

本体投資 
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1-4:事業セグメント売上高構成 

連結売上高：82,602百万円(2017年) 

マーケ大手 
67,526百万円 

地方中小マーケ 
11,933 

シナジー投資 174百万円 

マーケ地方中小 
11,933百万円 

海外 
3,026百万円 

※マーケ大手：ソウルドアウト(6335)を除くマーケティング事業、マーケ地方中小：ソウルドアウト(6335) 
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1-5:市場環境-インターネット広告市場- 

※出処：矢野経済研究所「インターネット広告市場の実態と展望 2017と当社予測 

米国 インターネット広告市場 

※出処：eMarketer調査結果 2017 

日本 インターネット広告市場 

(Unit：billion＄) 
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TV Digital

10,519  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 

地上波テレビ インターネット広告費 

（単位：億円） 
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1-5:市場環境：AI事業市場とIT人材 

※出処：富士キメラ総研「2016人口知能ビジネス総調査」 

AI事業市場は2020年までに1兆2,000億円へ拡大予想 
一方、IT人材不足が大きな社会問題 

915,052 

856,845 

789,290 

151% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

供給人材数 人材不足数 2015年を100とした場合の人材不足数の比率 

※出処：みずほ情報総研「ITベンチャー等によるイノベーション促進のための人材育成・確保モデル事業」2016年3月 
      図3-30全体のIT人材不足数の試算【高位・全体】を基に当社が作成 

【IT人材（全体）の需要と供給見通し】 
ユーザ企業、ITベンダー、ネット企業含めたIT人材全体 

2015年 2020年 

SI プロダクト クラウドサービス サービス その他 

【AI事業市場】 

1,500億円 

1兆20億円 

（単位：百万円） 

爆発的成長 圧倒的に不足 



４つの転換点 
～OPT Holding: Why Now ?～ 

市場環境の変化によるビジネス機会の拡大と当社グループの強み 
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Why Now ? ～４つの転換点～ 

1 

【投資育成】 

グループシナジー投資加速とAI事業へ本格始動 

【経営】 

再び独立路線へ 

2 

3 

4 

【マーケ大手】 

業界No.1成長率へ復活 

【マーケ地方・中小】 

圧倒的No.1シェア 
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1 

【経営】 

再び独立路線へ 
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１．【経営】 電通との提携解消 

2,074  

4,220  

6,198  

7,451  
8,041 

6,751  

7,908  
8,326 

10,967 

11,630 
12,052 

12,559 

14,414 

16,879  

2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 

電通との 
業務提携開始 
（2006年） 

売上総利益(投資育成事業除く) 

電通持分法適用時代（2008年～2015年） 

(単位：百万円) 

成長率 17% 
(2017年vs2016年) 

成長率 40% 
(2004年-2008年平均成長) 

成長率 8% 
(2008年-2016年平均成長) 

電通提携解消後再び高成長へ 
電通と資本・業務提携
解消（2017年) 

電通との業務内容
一部見直し 
（2013年） 

電通の持分法適用
から外れる 
（2015年） 
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2 

【マーケ大手】 

業界No.1成長率へ復活 



２．【マーケ大手】 成長率業界No.1に 
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13% 

3% 

8% 

12% 
13% 

14% 

19% 

28% 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

１Q ２Q ３Q ４Q １Q ２Q ３Q ４Q 

2016 2017

2017年 
想定市場成長率15% ※ 

※出処：矢野経済研究所インターネット広告市場に関する調査を実施（2017年）http://www.yano.co.jp/press/press.php/001691 



2. 【マーケ大手】 伸びている理由 
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１．テレビ離れ 
 
２．新聞・チラシ離れ 

－市場環境の変化によるビジネス機会の拡大－ 



5.6% 

6.8% 

5.7% 

8.8% 

9.7% 

15.3% 

1.3% 
1.6% 1.6% 

2.0% 

6.3% 

5.0% 

0.9% 0.6% 1.2% 0.7% 

5.2% 
3.5% 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 

29歳以下 30-59歳以下 60歳以上 

2-1. 【マーケ大手】 テレビ離れが劇的に加速 

17 ※出処：内閣府の消費動向調査 2016年3月調査結果 

テレビを持っていない世帯が上昇 

[テレビを持っていない世帯割合] 
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2-2.【マーケ大手】新聞折込チラシ離れも劇的に加速 

※出処：平成27年 新聞の発行部数と世帯数の推移 日本新聞協会 

新聞を読む人の減少に伴い、折込チラシ市場が2005年のピークから約33%急落 

10,377  

5,431  6,649  

4,450  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
新聞 折込 

（単位：億円） 

※出処：電通「日本の広告」2016年を基に当社作成 



2-3. チラシに代わるスマートフォンソリューション 

19 

位置情報連動広告配信＆効果測定が、小売流通顧客からの強力な支持 

商圏&来店者分析  
（企画の精度向上に利用）  

広告配信  
（来店促進支援）  

チャネル横断ジオ行動履歴/地域特性 

天候/口コミ/人口統計 店舗/商品/在庫/売上 

生活者の行動データ 

（スマホ位置情報2億レコード/日） 

店舗データ 外部データ 



2016 2017
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2-4.【マーケ大手】市場成長を超える伸長 

[既存顧客] 
■金融・人材・不動産・化粧品/美容 

[新規顧客] 
■ブランド広告主、小売・ファッション 

長期 
既存顧客 ※ 

新規から 
既存顧客へ ※ 

新規顧客 ※ 

スポット顧客 ※ 

継続維持 
109%増 

約5倍 

既存顧客(ストック型)の継続性 ＋ 新規顧客 ＝ 市場成長を超える伸長へ 

※長期既存顧客：2017年末現在24ヶ月以上継続取引ある顧客。新規から既存顧客：2017年末現在12ヶ月から24ヶ月継続取引ある顧客。 
  新規顧客：2017年末現在1ヶ月から12ヶ月継続取引ある顧客。スポット顧客：取引継続が3ヶ月未満 

株式会社オプトの売上構成比(2017年) 

約2倍 効果によりブランド広告主拡大 
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2-5.【マーケ大手】強み 

先行メリット 

ノウハウ・実績 

新サービス展開 
(toSTORE等) 

堅実広告主 
(金融/人材/不動産/化粧品・美容) 

ブランド広告主 
(テレビ広告からのシフト) 

小売/流通販促費拡大 
(チラシ広告からのシフト) 
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2-6. 【マーケ大手】 安定的で成長企業の顧客基盤 

※出処：日本の広告宣伝費ランキング 東洋経済調べ 2017 

全体の広告宣伝費ランキングTOP300社の中で、当社広告主75社 

75社 

300社 

当社広告主 広告費TOP300 

[当社広告主業種例] 
・大手飲料メーカー、大手アパレルメーカー 
・大手化粧品メーカー、大手小売業 等 

ブランド広告主のテレビ広告からネット広告へのシフトが加速 



3 
【マーケ地方・中小】 

圧倒的No.1シェア 

23 
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3-1. 【マーケ地方中小】 圧倒的No.1シェアと４つの強み 

育成の仕組み化 
社外リソースの活用 

全国20カ所の営業拠点 
での対面ニーズ吸い上げ 

月200件以上の 
問い合わせを獲得 

4.4万アカウント 
を基に開発（自動入札） 

盤石な顧客基盤 
取引実績（17年3月末現在） 

延べ3,243社 

営業力 供給力 

マーケティング力 分析力 

地方中心をドメインとするWebマーケティング会社で、 
売上高100億を超える企業はソウルドアウトだけ 

ソウルドアウト株式会社 
(2009年12月にオプトより分社) 



3-2.【マーケ地方中小】 ソウルドアウトの上場目的 
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✓知名度を高め地方・中小市場を創造し加速度的に拡大へ 
✓地方・中小領域で圧倒的No.1企業を目指す 

大企業 大企業 

地方・中小企業 

事業会社オプトを中心に、 
大都市の企業・大企業の支援 

中堅企業 

ソウルドアウトグループを中心に、 
地方・中小市場創造 



【投資育成】 

グループシナジー加速とAI事業本格始動 4 

26 



4-1.【事業開発】 AI事業へ本格参入 
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コンペティションによるAI開発とAI人材の採用・育成を軸に、 
新たに株式会社SIGNATEとして事業を拡大へ 

データ分析/モデル構築 AI課題/データ提供 

延べ8,000人 

企業/公共団体 

データサイエンティスト 

AIマッチングプラットフォーム ・人材マッチング 
・人材育成/教育支援 

コンテスト開催 



4-2.【事業開発】 日本における主要AI事業 ベンチャー企業 

28 

会社 

特徴 

PKSHA Technology 
(証券コード 3993) 

アルゴリズム (機械学習/深
層学習・自然言語処理・画
像認識)を用いたソリューショ
ン開発とライセンス提供 

Preferred Networks 

IoTにフォーカス 
リアルタイム機会学習技術の
ビジネス活用を目的とし、自
然言語処理技術の研究開
発/商品開発・販売 

SIGNATE 

・コンペティションによるAI開
発とAI人材の採用・育成 
・延べ8,000人のデータサイ
エンティスト 

マネタイズ方法 
・ソリューション開発 
・ライセンス提供 

・研究開発 
・商品開発/販売 

・コンペティション型AIアル
ゴリズム開発 
・データサイエンティストの
人材紹介 

時価総額 2,000億円 
（2018年1月16日時点) 

未上場 

2,326億円 
（2017年11月20日 

日経NEXTユニコーン記事より) 

未上場 

当社100％子会社 



4-3.【投資育成】 グループシナジー投資加速へ 
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AUM96億円※1 

営業投資 
有価証券 

投資 
有価証券 

2014年から積極的投資を実施 
今後グループシナジー投資/キャピタルゲインを検討 

[投資額上位銘柄例] 
 

１．ラクスル AUM 約26億円 
    シェアリングエコノミー重点銘柄 
 

２．SOZOファンド AUM 約16億円 
   ユニコーン銘柄複数保有 

 
 
 
 
 
３．ジモティー AUM 約2億円※2 

    クラシファイド型プラットフォームのNo.1企業 

※1:営業投資有価証券と投資有価証券の帳簿価額の2017年合計 

[4月9日 投資額上位銘柄例のAUM金額を更新] 

※2:持分法適用による損益取込及びのれん償却考慮後の金額 



中長期ビジョン 



中長期ビジョン 
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2020年 

2030年 

売上高：1,300～1,500億円 

創業以来培ってきたアセットを活用し、 
デジタルシフトを牽引する存在へ 

売上高：1兆円 
経常利益：1,000億円 



中期経営計画における重点的な取り組み 

32 

１．事業成長/新規事業創造 
 ・ネット広告の市場成長を上回る成長の実現と新規事業の創造 
 
２．人財採用・教育投資 
 ・IT人財の確保と早期戦力化のための教育投資 
 ・1人当たり人件費UPによる社員モチベーション向上と生産性向上への取り組み 
 
３．グループ経営管理基盤の強化 
 ・子会社含めたグループの本社機能の集約（ビジネスプロセス並びに 
  システム基盤統一）による、成長にむけたグループ経営管理基盤への投資 
 
４．インセンティブ制度設計 
 ・譲渡制限付株式報酬制度の導入（3/29当社総会決議済）並びに 
  従業員持株会制度導入（予定） 



中長期ビジョン：売上を参入障壁にし、企業価値を最大化 

33 

2017年 2018年 2020年 

シナジー投資 マーケ中小 マーケ大手 

82,602 

91,000 

130,000～150,000 

[売上高] [時価総額] 

(単位：百万円) 

390  

385  

2018年 2020年 

シナジー投資(AI) マーケ中小 マーケ大手 

(単位：億円) 

ソウルドアウト
(6553) 

(2018年3月末) 



参考資料 

・オプトグループの特徴（ビジネス/強み） 
・中期経営方針/計画補足資料 
・その他（株主構成） 
 



オプトホールディンググループの特徴 
１）ビジネスの特徴 
２）強み/独自性 
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ビジネスの特徴：シナジー投資事業  

金融投資（ベンチャーキャピタル/シナジー投資） 

OPTHD 
オプトベンチャーズ 

(Fund) 

シェアリング 
エコノミー 

ダイレクト 
トレーディング 

ディスラプティブ 
テクノロジー 

子会社群 

新規事業開発 

新規事業 海外事業 

シェアリングエコノミー事業 
（オプトインキュベート） 

AI事業 

NEW 
AI事業本格始動 

中国/越境EC事業 

韓国国内 
ネット広告事業 

 

ネットノウハウ×目利き力×最新テクノロジー ＝ 収益性の高いビジネスモデル開発/展開へ 
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強み/独自性：子会社ソリューションとツール 



会員数は8000人、導入企業は900社を
突破。圧倒的シェアを誇る、Webマーケティ
ング特化のeラーニングサービス。 
 
http://jissen.me/ 

企業の求人情報から転職のノウハウまで、お役
立ち情報を配信。 
おすすめ企業のまとめ情報や求人情報、転職
対策のための職務経歴書の書き方からSPIまで
幅広い情報を提供。 
 
http://zinzai.top/ 

アトム  
（テクロコ） 

運用型広告の統合管理プラットフォーム。ネット広
告を一元管理し、進捗管理レポーティングなどの
運用工数削減と分析・提案による売上拡大を実
現。 

「リスティング広告を活用して費用対効果を劇的
にアップする方法」として、リスティング広告をはじ
めとしたWebマーケティングについてのノウハウを
提供しているメディア。 
https://liskul.com/ 

スマホひとつで依頼できる、厳選したプロ
のシェフによる出張料理サービス。 

企業のAI開発・データサイエンティスト採用・
育成のための日本最大のプラットフォーム。 
登録データサイエンティストは約7000万人。 
※旧：DeepAnalytics 

中小企業のチャレンジを資金面からも支援
する、社長の為の経営課題解決エンジン。
あのマイクロソフトも提携！ 

強み/独自性：子会社ソリューションとツール 
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強み/独自性：顧客基盤 

大手企業 

地方/ 
中小企業 

デジタル関連 
ベンチャー 

マーケティング事業 

マーケティング事業 投資事業 

デジタル関連ベンチャー企業への 

投資及びその顧客ネットワーク 

・大手顧客や大型資本提携、海外含めた幅広い顧客/提携先 
・デジタルシフトニーズが高い地方中小企業にリーチする営業基盤 

・全国21の営業拠点 

・一般社団法人 中小・地方・成長企業のためのネット利活用による
販路開拓協議会（略称ネッパン協議会） 

大型業務資本提携等の実績 

電通、ソフトバンク、ヤフー 
カルチュア・コンビニエンス・クラブ 

海外子会社 

東南アジア(中国・韓国) 
米国 
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強み/独自性：マーケ地方中小 

中堅・中小企業 

売上伸びない 
（金がない） 

人雇えない 
育たない 

（戦力不足） 

アウトソース・教育 
戦力人材の提供 

経営相談・ 
経営者派遣 

インターネット広告 
販売代理サービス 

IT活用による 
オペレーション支援 

生産性低下 
（利益縮小） 

HR支援 IT化支援 Webﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ支援 
Ⅱ Ⅲ Ⅰ 



中期経営方針/計画 補足資料 
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オプトホールディンググループ：2018-2020戦略 全体像 

マーケティング事業戦略 投資育成事業 

 
デジタルシフトの 

チェンジ・エージェントとして、 
あらゆる顧客のマーケティングを変革 

 
デジタル領域 

関連企業に投資し 
新たなビジネスを創出 

THE LEDER in DIGITAL SHIFT: NEW STAGE 2020 

OPT Group 
戦略  

創業以来培ってきたアセット 
（顧客/情報ネットワーク、技術/ノウハウ（※）、投資目利き力） 

を活用、デジタルシフトを牽引する 

※ビックデータ,ディープアナリティクス,AI 等 



財務戦略の基本的考え：長期的企業価値最大化 
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株主 
還元 

資本 
構成 

グループ最適によりフリーキャッシュフローの最大化を図る 

成長への 
投資 

AI、IoT、ビックデータ解析等IT技術の急速な進展により 
デジタル関連ビジネスが革新的ステージを迎えており、デジタル領域における先行優位を活かして、 
フリーキャッシュフローを最大化し、積極的かつ戦略的に投資を実施 

のれん償却前の親会社当期純利益に対する配当性向20％を目標 
 
内部留保を成長するデジタル関連投資に振り向け、 
中長期のEPSの成長を一段と加速させることにより株主還元を拡大 

資本コストと負債コストを勘案し、事業成長と企業価値向上のための 
最適な資本構成を構築 
 
中期的にはROE10%超を目標 
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開示セグメント内容の改善/新KPI定義 

EBIT/EBITDAまで開示範囲を拡大、投資事業はAUMを開示 
各セグメントの数字は、オプトホールディング管理コスト配賦前へ変更 

3セグメントから2セグメントへ変更 
■マーケティング事業 
■投資育成事業（旧投資育成事業と旧海外事業） 

セグメント 
変更 

マーケティング事業 
投資育成 
事業 

海外事業 その他 調整額 連結合計 

売上高 79,459 174 3,026 445 (502) 82,602 

営業利益 3,487 (766) (25) 271 (742) 2,224 

EBIT ー ー ー ー ー ー 

EBITDA ー ー ー ー ー ー 

利益開示 

2017年 
12月期 

2018年度から開示予定 

統合 

税金等調整前当期純利益＋支払利息ー受取利息 EBIT 

EBIT+その他金融関連損益+減価償却費+無形固定資産償却費＋長期前払費用償却費+非資金損益 EBITDA 

営業投資有価証券と投資有価証券の帳簿価額の合計（投資育成事業以外の投資額を含む） AUM 

当社グループがGPのファンドは預り資産残高(Capital Callベース) 

２）１）以外の直接投資は帳簿価額 

 

 

(単位：百万円) 



連結2018年ガイダンスと2020年目標 
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・売上高成長率：16%～18％ （年率）  
・EBITDA成長率：18％～20％（年率） 
※成長率は2017年対比 

※中期計画達成の為に、譲渡制限付株式報酬制度導入予定（2018年3月29日定時株主総会にて付議） 

（単位：百万円） 

2018年ガイダンス 2017年実績 
前年同期比 

金額 ％ 

売上高 91,000 82,602 8,398 10.2％ 

営業利益 2,100 2,224 (124) (5.6％) 

経常利益 1,500 1,921 (422) （21.9％) 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

600 1,011 （411) （40.7％) 

1株当たり 
当期純利益 

26.53 43.95 (17.42) （39.6％) 

EBITDA 3,500 3,815 (315) (8.2％) 

2020年 
定量目標 



マーケティング事業セグメント 
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・売上高成長率：16%～18％（年率） 
 
・EBITDA成長率※ ：16％～18％（年率） 
 
※成長率は2017年対比 

2018年 
定量目標 

・売上高：840億円 前年比 9％増 
 
・EBITDA※：45億円 前年比 7％増  
 

2020年 
定量目標 

※オプトホールディング管理コスト配賦前 



投資育成事業セグメント 
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・EBITDA※：10億円超  
 
・AUM成長率：15％～20％（年率） 
 
※成長率は2017年対比 
 

2018年 
定量目標 

・EBITDA※：4億円 
 
・AUM成長率：20％～30％ 
 

2020年 
定量目標 

※オプトホールディング管理コスト配賦前 



その他資料 
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株主構成 

株主名 持株数 持株比率 ※1 

HIBC株式会社 ※2 4,899,200株 21.66% 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 2,718,200株 12.01% 

海老根 智仁 1,436,900株 6.35% 

BNYM NON-TREATY DTT 1,236,200株 5.46% 

野内 敦 885,000株 3.91% 

株式会社マイナビ 755,800株 3.34% 

BNP PARIBAS LONDON BRANCH FOR PRIME 
BROKERAGE CLEARANCE ACC FOR THIRD PARTY 

752,500株 3.32% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 471,700株 2.08% 

小林 正樹 450,800株 1.99% 

株式会社タイム・アンド・スペース ※3 390,800株 1.72% 

※1:持株比率については、自己株式(1,200,062株)を控除して算定しております。 
※2:HIBC株式会社は、当社代表取締役社長グループCEO 鉢嶺登が全株式を所有する資産管理会社となります。 
※3:株式会社タイム・アンド・スペースは、当社取締役副社長グループCOO 野内敦が全株式を所有する資産管理会社となります。 

(2017年12月末時点) 
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～デジタル産業革命を「支援・牽引・創造」～ 

THE LEADER  
in DIGITAL SHIFT 


